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第１章 「人口ビジョン」とは 

１．策定の背景 

 わが国は、平成 20（2008）年から本格的な人口の減少局面に入ったとされ、地域の活力

維持と人口減少の克服という課題に直面しています。 

 このような中、国では平成 26（2014）年 9月 12 日に開催した「第 1回まち・ひと・しご

と創生本部会合」において、国と地方が総力を挙げて人口減少問題に取り組むための基本

目標や検討項目等の方針を示し、同月 29 日には、人口の現状及び将来の見通しを踏まえた

上で、まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する基本的方向、施策を総合的か

つ計画的に実施するための「総合戦略」の策定等を規定した「まち・ひと・しごと創生法」

の法案を閣議決定、11月 21 日に同法が成立しました。 

そして、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン(以下「長期ビジョン」という。）と「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」が同年 12 月 27 日に閣議決定され、平成 72（2060）年に

１億人程度の人口を確保する中長期展望や必要な取り組みなどが掲げられました。 

「まち・ひと・しごと創生法」では、市町村の実情に応じた「市町村まち・ひと・しご

と創生総合戦略」の策定に努めることが規定されており、「奈良県地方創生総合戦略」も勘

案しつつ、人口の将来展望たる「人口ビジョン」の策定が求められています。 

■■■■わが国の人口動向わが国の人口動向わが国の人口動向わが国の人口動向    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」  
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参考：まち・ひと・しごと創生長期ビジョンの要旨 

（1） 趣旨 

50 年後に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口動向を分析し、将来展

望を示す。 

（2） 人口の現状と将来展望 

ア 日本の人口減少をどう考えるか。 

・ 平成 20（2008）年をピークとして人口減少時代に突入した日本は、今後一貫して人口が

減少し続けると推計されている。 

・ 地域によって状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が多

い。 

イ 人口減少が経済社会に与える影響をどう考えるか。 

・ 人口の減少により、経済規模の縮小や国民生活の水準が低下する恐れがある。 

ウ 「東京一極集中」の問題をどう考えるか。 

・ 地方から三大都市圏への人口流入は続いており、特に若い世代が東京圏に流入する。 

エ 人口減少に歯止めをかけることの意味をどう考えるか。 

・ 出生率の改善が早期であるほど、その効果は大きい。 

（3） 目指すべき将来方向と今後の基本戦略 

ア 目指すべき「将来方向」をどう考えるか。 

・ 将来にわたって活力ある日本社会を維持することが基本方向。 

・ 国民の、地方移住や結婚・出産・子育てといった希望を実現する。 

イ 取組むべき「政策目標」をどう考えるか。 

・ 人口減少克服・地方創生に正面から取り組むとともに、地域の特性に即した対応や制

度全般の見直しを進めていく必要がある。 

・ 以下の中長期的な政策目標を提示する。 

①若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

②東京圏への人口の過度の集中の是正 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

ウ 今後、この問題にどのような姿勢で臨むべきか。 

・ 国民的論議を喚起し、人口減少は国家の根本に関わる問題であるとの基本認識を共

有し、中長期的な目標を掲げ継続的に取り組む。 

・ 地域住民の参加も得る形で、地方の発意と自主的な取組を基本とし、国がそれを様々

な面で支援していく。 
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２．趣旨 

  本町においては、平成 24（2012）年度から平成 33（2021）年度を計画期間とし、「人に

やさしい、人がやさしい、元気なまち・広陵町」を将来像とする「第４次広陵町総合計画・

みんなの広陵元気プラン」（以下「総合計画」という。）を策定しました。これまで、“みど

り”を大切にするまちづくり、“活気”に満ちたまちづくり、“協働”のまちづくり、とい

う３つの理念に基づき、まちづくりのための様々な施策に取り組んでいます。 

平成 22（2010）年国勢調査結果における本町の人口は 33,070 人であり、総合計画におけ

る本町の将来推計では、平成 28（2016）年に 34,461 人、平成 33（2021）年に 34,397 人を

見込んでいます。つまり、10 年間の間に微増から微減に転じ次第に減少すると予測してい

ました。 

年齢構造的には将来の人口減少が避けられない状況下にあっても、“みどりの環境”や貴

重な文化遺産と共生する優れた居住環境、大都市に近接する恵まれた立地条件などを生か

し、土地利用の総合調整や優良企業・商業施設の誘致など、町が活気づき人口増につなが

る多面的な施策を積極的に盛り込んでいますが、早期の人口減少対策に取り組むことが肝

要です。 

  このようなことから、「まち・ひと・しごと創生」の実現に向けた効果的な施策の企画立

案のための基礎資料として、国や県の「人口ビジョン」と「総合戦略」を勘案しつつ、本

町の人口動向を分析し、その将来展望を示す「広陵町人口ビジョン」を策定します。 

 

３．対象期間 

平成 25（2013）年 3月に国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が公

表した、平成 22（2010）年国勢調査の結果に基づく「日本の地域別将来推計人口」は、人

口推計の基礎資料として多くの自治体に活用されており、総合計画における人口推計もこ

れを基礎としています。 

一方、民間の有識者会議（日本創生会議）が平成 26 年 5 月に発表した提言書「ストップ

少子化・地方元気戦略」では、地方圏から都市圏への人の移動が将来にわたって収束しな

い場合、社人研の推計結果以上に人口が減少すると見込まれています。 

これらの人口推計の対象期間は平成 52（2040）年までですが、今後の出生や移動の傾向

に変化が生じた場合、総人口や年齢構成にその変化が及ぶまで長期間を要するとして、国

及び奈良県では、社人研の推計方法に基づく平成 72（2060）年までの人口推計を行いまし

た。 

国は、人口ビジョンの対象期間を地域の実情に応じて設定するものとしていますが、本

町では、国及び奈良県と同様に、社人研の推計方法に基づく平成 72（2060）年までの期間

を人口ビジョンの対象とします。 
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第２章 人口の現状分析 

１．人口の動向 

 

（１）総人口の推移 

本町の人口は、1980 年（昭和 55 年）代前半からの真美ヶ丘ニュータウンの形成を契機と

した大規模住宅開発にともない、急激な増加を遂げてきました。平成 12（2000）年の国勢

調査では 31,444 人となり、以後３万人台でゆるやかな増加傾向をたどり、平成 22（2010）

年に 33,070 人となっています。奈良県内には 15の町がありますが、その中で広陵町は最

も人口が多い町として知られるところとなりました。 

 

 

■総人口の推移 

 

資料: 総務省統計局「国勢調査」 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

年齢別の人口を年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）

の３つに区分し、昭和 55（1980）年以降の推移を概観します。 

生産年齢人口は、平成７（1995）年までは総人口の急増と同様の動きを描いていました

が、その後ゆるやかな増加となり平成 17（2005）年にピークとなり、平成 22（2010）年に

減少に転じました。 

年少人口は４千人台から５千人台で推移し、平成７（1995）年に 5,934 人とピークを迎

え、以降は減少傾向にあります。 

老年人口は一貫して増加し続け、平成 22（2010）年には 6,335 人と年少人口を上回りま

した。 

人口総数としては増加基調である本町においても、少子高齢化が進み、生産年齢人口が

減少局面に入っており、今後、我が国の動きと同様に人口減少局面を迎えることが予想さ

れます。 

 

■年齢３区分別人口割合の推移 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

資料:総務省「国勢調査」    

    

■年齢３区分別人口割合の推移 
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２．人口動態（自然増減） 

 

（１）出生・死亡数の状況 

 出生数と死亡数について、平成７年からの推移をみます。出生数は、平成７（1995）年

より 300 人台で推移し、平成 13 年に 300 人を割ってからは概ね 200 人台後半で推移してお

り、年による変動はあるものの減少傾向から横ばいとなっています。 

死亡数は、200 人前後で推移してきましたが、平成 20（2008）年に 231 人となって以降、

横ばいが続き、平成 25（2013）年には 277 人と増加し、出生数を上回りました。 

本町ではこれまで、出生数が死亡数を上回る「自然増」の状態を維持してきましたが、

高齢者の増加にともない、平成 25（2013）年、死亡数が出生数を上回る「自然減」となり

ました。 

 

■出生数・死亡数の推移 

 

 

資料: 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、総務省

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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（２）合計特殊出生率の状況 

 一人の女性が一生の間に産む子供の平均数を示す合計特殊出生率をみると、本町では、

平成 5（1993）年～9（1997）年の 1.57 から平成 15（2003)年～19（2007）年の 1.26 まで

低下しました。平成 20（2008)～24（2012)年には 1.34 に回復しましたが、全国の平均であ

る 1.38 に比べ下回っています。 

本町の合計特殊出生率は、昭和 63（1988）年以降、奈良県よりも高い値で推移していま

すが、二次医療圏である近隣の市町と比べると、香芝市、葛城市に次ぐ値となっています。 

 

■合計特殊出生率(ベイズ推定値
※

)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:厚生労働省「人口動態統計特殊報告（人口動態保健所・市区町村別統計）」より作成 

    

■合計特殊出生率(ベイズ推定値
※

)の増減及び国・県・近隣市町との比較 

区 分 

平成 15年～19年 平成 20年～24年 増 減 

全国との比較 奈良県との比較 

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） 

全国 1.31 1.38 0.07   △0.02 

奈良県 1.23 1.29 0.06 △ 0.09   

広陵町広陵町広陵町広陵町    1.261.261.261.26    1.341.341.341.34    0.080.080.080.08    △△△△    0.040.040.040.04    0.050.050.050.05    

大和高田市 1.21 1.23 0.02 △ 0.15 △ 0.06 

御所市 1.15 1.13 △ 0.02 △ 0.25 △ 0.16 

香芝市 1.50 1.57 0.07 0.19 0.28 

葛城市 1.31 1.45 0.14 0.07 0.16 

上牧町 1.28 1.09 △ 0.19 △ 0.29 △ 0.20 

王寺町 1.20 1.26 0.06 △ 0.12 △ 0.03 

河合町 1.08 1.19 0.11 △ 0.19 △ 0.10 

資料:厚生労働省「人口動態統計特殊報告（人口動態保健所・市区町村別統計）」より作成 

※ ベイズ推定値：出生数の少ない自治体における偶然の増減が指標に与える影響等を調整するため、二次医療圏構成市

町のデータを組み合わせて補正し、安定性の高い指標として算出したもの。 
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広陵町 奈良県 全 国
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（３）婚姻の状況 

本町の婚姻数は平成 20年より概ね 130件台で推移しています。人口千対の婚姻率は、平

成 21年以降の 4.2 から平成 26年に 3.7 となり、全国よりも低い値で推移しています。 

また、本町の離婚数は平成 20 年より 23 年まで 50件台で推移し、人口千対の離婚率は、

平成 21 年、平成 22年は全国や奈良県よりも低い値となっていました。ところが、平成 24

年に離婚数が 70件と増え、これにともない離婚率も上昇し、全国や奈良県の値よりも高く

なっています。 

 

■婚姻数・率の推移 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

資料： 奈良県「人口動態総覧」、厚労省「人口動態調査」 

 

■離婚数・率の推移 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

資料：奈良県「人口動態総覧」、厚労省「人口動態調査」 
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（４）未婚率の状況 

本町の 30歳代、40歳代の未婚率の推移をみると、男女ともに、30～34歳と 35～39歳で

未婚率が上昇しています。 

 

 

■未婚率の推移（男性）        ■未婚率の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査」より算出 

 

生涯未婚率
※

（50歳時点で結婚したことがない人の割合）の推移をみると、男女ともに上

昇傾向にありますが、全国よりは低い値で推移しています。 

 

■生涯未婚率の推移 
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25～29歳
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35～39歳

資料：「国勢調査」より算出 

※生涯未婚率：「45～49歳」と「50～54歳」未婚率の平均値から 50歳時の未婚率を算出したもの。 
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３．人口動態（社会増減） 

 

（１）転入数・転出数の状況 

 本町の社会動態をみると、平成７年より概ね転入数が転出数を上回る社会増が続いてい

ますが、平成 14 年、平成 22 年には社会減となっており、近年では転入数と転出数が近づ

きつつあります。 

転出入を長期スパンでみると、転出は緩やかな減少傾向にありますが、転入数も同様に

減少傾向にあるため、今後の社会増が見込めない状況になっています。そのため、人口の

動きを様々な角度でとらえ、本町における人口減少に歯止めをかける対策を講じる必要が

あります。 

 

 

■転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H7～17年はＲＥＳＡＳ、H18～26年は総務省データより作成 
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（２）転入元・転出先の状況 

 平成 26（2014）年の他市町村から広陵町への転入数の上位をみると、香芝市が最も多く

なっており、橿原市、大和高田市、大阪市、田原本町の順に多くなっています。 

 一方、2014 年の広陵町から他市町村への転出数の上位をみると、香芝市が最も多く、大

阪市、大和高田市、上牧町、橿原市が続きます。 

 

■人口移動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム 

 また、平成 26（2014）年における人口移動の状況を示す転入数と転出数の差をみると、

橿原市や香芝市、大和高田市からの転入超過がみられる一方で、大阪府内や河合町への転

出超過がみられます。 

        ■転入超過数                ■転出超過数 

  人 ％   人 ％ 

橿原市 108 24.8  八尾市 21 6.3 

香芝市 63 14.4  河合町 19 5.7 

大和高田市 57 13.1  大阪市淀川区 15 4.5 

田原本町 31 7.1  豊中市 14 4.2 

柏原市 16 3.7  大阪市浪速区 14 4.2 

三宅町 15 3.4  名張市 12 3.6 

生駒市 15 3.4  大阪市中央区 11 3.3 

川西町 13 3.0  東京都世田谷区 11 3.3 

五條市 13 3.0  千葉県船橋市 11 3.3 

奈良市 13 3.0  王寺町 6 1.8 

斑鳩町 11 2.5  上牧町 4 1.2 

大淀町 10 2.3  葛城市 4 1.2 

宇陀市 10 2.3  天理市 2 0.6 

堺市北区 10 2.3  東大阪市 2 0.6 

その他 51 11.7  桜井市 1 0.3 

総数 436 100.0  その他 184 55.6 

    総数 331 100.0 

資料：地域経済分析システム 

2012年 2013年 2014年
香芝市 157 200 223
橿原市 89 101 146
大和高田市 121 149 137
大阪市 64 78 68
田原本町 30 19 53

0
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150

200

250転入数

（人）

2012年 2013年 2014年
香芝市 115 147 160
大阪市 80 109 117
大和高田市 83 47 80
上牧町 50 42 42
橿原市 59 42 38
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①平成 25（2013）年の人口移動 

 平成25（2013）年の転入者数及び転出者数の動きをみると、転入超過では大和高田市102

人、橿原市59人、香芝市53人などとなっています。 

 一方、転出超過では、大阪市が最も多く31人、次いで王寺町が27人などとなっています。

また、東京圏では16人の転出超過となっています。 

 

■人口移動の状況（2013年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広陵町 

大和高田市 

橿原市 

東京圏 

※東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の一都三県 

-27 人 

転入：78 人 

転出：109 人 

12 人 

転入：19 人 

転出：7 人 

 

59 人 

転入：101 人 

転出：42 人 

 

-16 人 

転入：53 人 

転出：69 人 

 

12 人 

転入：54 人 

転出：42 人 

葛城市

香芝市 

御所市 

奈良市 

大阪市 

王寺町 

神戸市 

八尾市 

15 人 

転入：31 人 

転出：16 人 

 

102 人 

転入：149 人 

転出：47 人 

 

桜井市 

-11 人 

転入 4 人 

転出：15 人 

9 人 

転入：29 人 

転出：20 人 

-31 人 

転入：78 人 

転出：109 人 

河合町 
-9 人 

転入：16 人 

転出：25 人 

53 人 

転入：200 人 

転出：147 人 

-7 人 

転入：13 人 

転出：20 人 

資料：住民基本台帳人口移動報告 詳細分析表 第１表・第２表（平成 25年） 

 
 

 

転入超過 

転出超過 
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（３）年齢階級別移動数の状況 

平成 17（2005）年から平成 22（2010）年の間の性別・年齢階級別の純移動数（転入数－

転出数）をみると、男性では、15～19歳が 20～24歳になる進学期・就職の時期に転出超過

数が最大となっており、30～34歳が 35～39歳になる時期には転入超過数が最大になってい

ます。 

女性では、男性と同様の転出超過がみられますが、男性より小さくなっています。また、

女性の転入超過は 0～4歳が 5～9歳になる時期が最大であり、次いで 30～34歳が 35～39

歳になる時期が大きくなっています。 

 

■性別・年齢階級別純移動数の状況 

〔平成 17（2005）年～平成 22（2010）年〕 

 

資料:県提供データ 市区町村別転入・転出数 

 

 

（４）年齢階級別移動数の推移 

性別・年齢階級別に純移動数（転入数－転出数）をみると、男性では 1990 年→1995 年以

降で、15～19歳→20～24歳の転出超過が大きくなっており、とくに 2005 年→2010 年が 200

人強と最も多くなっていました。また、1990 年→1995 年の間で 30歳代の転入超過数が 300

人を超えていましたが、５年を経た 1995→2000 年で 100 人弱となり、その後の増減を経て

2005 年→2010 年には 100 人強の転入超過となっています。20歳代後半から 40歳代では、

概ね転入超過となっていますが、45～49歳→50～54歳で 2000 年以降は転出超過となって
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います。さらに、特徴的なこととして、1995 年以降、10～14歳→15～19歳において転出超

過が続いています。 

 

■年齢階級別人口純移動数の推移（男性） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:県提供データ 市区町村別転入・転出数 

 

 

 女性のほうは、男性に比べて純移動の幅は小さくなっていますが、男性同様 1995 年→2000

年以降で、15～19歳→20～24歳の転出超過が 300 人近くと最大となっています。女性の転

入超過の状況をみると、1990→1995 年には０～４歳→５～９歳に次いで 25～29歳→30～34

歳が大きくなっていましたが、1995 年以降の転入超過は各年代で 150 人以下に減っていま

す。2000→2005 年までは 20歳代から 70歳代の各年代で転入超過が続いていましたが、2005

→2010 年には 40歳代と 50歳代で若干の転出超過に転じています。 

また、本町の女性の純移動については、男性同様に、2000 年以降、10～14歳→15～19歳

においても転出超過が続いているという特徴があります。 
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■年齢階級別人口純移動数の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:県提供データ 市区町村別転入・転出数 
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４．人口動態のまとめ 

出生・死亡の「自然増減」については、平成 7年からみると、概ね出生数が死亡数を上

回って推移しており「自然増」の状態が続いてきましたが、平成 25年に自然減に転じまし

た。 

転入・転出の「社会増減」は概ね転入数が転出数を上回る「社会増」で推移しています

が、平成 14 年と平成 22年に社会減がみられ、平成 25年においては社会増 1人と拮抗して

きています。 

これにより、本町の人口増減数は平成 22 年と平成 25年に減少に転じるなど、近年、自

然増減数が減少に転じる中で、社会増減数の影響を強く受ける傾向が出てきています。 

 

出生・死亡数、転入・転出数の推移・１年毎出生・死亡数、転入・転出数の推移・１年毎出生・死亡数、転入・転出数の推移・１年毎出生・死亡数、転入・転出数の推移・１年毎    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

資料: 総人口は広陵町生活部住民課（各年 3月 31日現在）  

出生・死亡数、転入・転出数は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」    
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H7

(1995)

H8

(1996)

H9

(1997)

H10

(1998)

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

H18

(2006)

H19

(2007)

H20

(2008)

H21

(2009)

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

出生数 316 324 336 302 318 307 273 291 258 279 302 267 281 270 279 253 263 284 272 268

死亡数 205 206 193 169 203 195 190 185 203 183 197 200 207 231 228 231 229 228 277 278

自然増減数

（出生－死亡）

111 118 143 133 115 112 83 106 55 96 105 67 74 39 51 22 34 56 -5 -10

転入数 1,584 1,499 1,545 1,928 1,695 1,893 1,616 1,256 1,464 1,541 1,579 1,278 1,352 1,329 1,217 1,059 1,227 1,215 1,083 1,294

転出数 1,348 1,392 1,359 1,449 1,475 1,467 1,421 1,302 1,226 1,291 1,139 1,241 1,139 1,209 1,117 1,163 1,019 1,097 1,082 1,112

社会増減数

（転入－転出）

236 107 186 479 220 426 195 -46 238 250 440 37 213 120 100 -104 208 118 1 182

人口増減数 347 225 329 612 335 538 278 60 293 346 545 104 287 159 151 -82 242 174 -4 172
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人口の自然増減と社会増減を軸に取り、町の平成 7（1995）年以降の状況をプロットした

ものが下の図です。この図では、図の右上に位置するほど自然増・社会増が顕著であり人

口増加が続いていることを示し、逆に左下の領域に位置するほど自然減・社会減となり人

口減少が深刻な状況となっていることを示します。 

本町では平成 7（1995）年から平成 24（2012）年まで自然増の状態が続き、社会増減は

平成 7（1995）年からみると平成 22（2010）年を除いて社会増が続き、直近の平成 26（2014）

年に 182 人の社会増となっています。 

以上のように、人口動態からみると、本町では概ね人口増を維持してきましたが、平成

22 年には転出超過による人口減がみられ、平成 23年に人口増に回復したものの、平成 25

（2013）年に４人の人口減となり、人口減少の兆しが見え始めているともいえます。 

 

■総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前掲の数値より作成  

 

■人口増減数（自然増減・社会増減）の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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５．就業者数の動向 

（１）就業者数の状況 

 ①就業者数の推移 

本町の就業者数は平成 22（2010）年で 14,778 人となっています。平成 12 年からみると

男性は減少傾向にある一方、女性は増加傾向にあります。 

性別・年齢階級別の推移をみると、男性は 50歳代前半まで減少し、50歳代後半は増加し

ています。女性は 20歳代後半のすべての年齢層で増加しています。 

■■■■就業者数の推移就業者数の推移就業者数の推移就業者数の推移    (単位：人、％) 

 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

男性 9,144  9,133 8,766  

 平成12年を100とした場合 100.0 99.9 95.9 

女性 5,298  5,865 6,012  

 平成12年を100とした場合 100.0 110.7 113.5 

総数 14,442  14,998 14,778 

 平成12年を100とした場合 100.0 103.8 102.3 

※国勢調査より作成 

※広陵町の就業者＝広陵町を常住地とする就業者 

■■■■性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移 

男性男性男性男性    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性女性女性女性    

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査より作成 
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②就業率の推移 

本町の平成 22（2010）年の就業率は、男性 66.8％、女性 41.0％となっています。平成

12 年に比べて男性の就業率は低下しています。 

 性別・年齢階級別の推移をみると、男性では現役世代の就業率が低下傾向にあります。

女性では 20 歳代後半から 30 歳代後半の就業率が上昇していますが、ミドル層で依然Ｍ字

型カーブを描いています。 

 

■■■■就業率の推移就業率の推移就業率の推移就業率の推移    (単位：％) 

 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

男性 74.1 70.5 66.8 

女性 39.7 41.1 41.0 

※国勢調査より作成 

※就業率:15 歳以上人口に占める就業者の割合 

 

■■■■性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移性別・年齢階級別就業者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査より作成 
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広陵町に在住する就業者 14,778 人のうち、町内で従業（自宅従業を含む）している人

は 4,453 人(30.1%)となっています。年齢別の構成割合では、20 代後半で 16.2％と最も

低く、その後は年齢が高くなるにつれ割合は大きくなっています。男性の町内従業割合

は、20歳代から 50歳代前半にかけてすべての年齢層で２割以下となっています。 

 

■■■■年齢階級別年齢階級別年齢階級別年齢階級別町町町町内従業者数の状況内従業者数の状況内従業者数の状況内従業者数の状況    (単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 22年国勢調査より作成 
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（２）産業別人口の状況 

 国勢調査による本町の就業者数を産業分類別にみると、男性では、製造業、卸売業・小

売業、建設業、サービス業（他に分類されないもの）の順に多く、女性では、医療・福祉、

卸売業・小売業、製造業、教育・学習支援業の順に多くなっています。 

 本町の就業者数の産業別割合を全国平均と比較した特化係数は、男性では電気・ガス・

熱供給・水道業、医療・福祉、複合サービス事業の順に高く、女性では教育・学習支援業、

製造業、金融業・保険業の順に高くなっています。 

 

■■■■産業別人口（男女別）の状況産業別人口（男女別）の状況産業別人口（男女別）の状況産業別人口（男女別）の状況    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 22年国勢調査より作成 
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（３）産業の状況 

経済センサスによる本町の企業数の構成比をみると、製造業が最も高く３割弱となって

おり、全国や奈良県を大きく上回っています。 

また、製造業について産業別にみると、繊維工業が６割弱を占め、本町の基幹産業であ

ることがわかります。 

■企業数（企業単位）■企業数（企業単位）■企業数（企業単位）■企業数（企業単位）2012201220122012 年年年年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■製造業の企業数■製造業の企業数■製造業の企業数■製造業の企業数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム 

総数：900社 

総数：263社 

食料品製造業

10.5％

繊維工業

58.9％

繊維工業

20.3％

繊維工業

10.4％

木材・木製品製造業

13.5％

プラスチック製品製造業

12.9％

金属製品製造業

13.0％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広陵町

奈良県

全国

食料品製造業

7社（2.7％）
飲料・たばこ・飼料製造業

2社（0.8％）
繊維工業

155社（58.9％）
木材・木製品製造業（家具を除く）

4社（1.5％）
家具・装備品製造業

4社（1.5％）
パルプ・紙・紙加工品製造業

9社（3.4％）
印刷・同関連業

4社（1.5％）
化学工業

2社（0.8％）
石油製品・石炭製品製造業

0社（0.0％）
プラスチック製品製造業（別掲を除く）

34社（12.9％）
ゴム製品製造業

0社（0.0％）
なめし革・同製品・毛皮製造業

3社（1.1％）
窯業・土石製品製造業

4社（1.5％）
鉄鋼業

1社（0.4％）
非鉄金属製造業

0社（0.0％）
金属製品製造業

17社（6.5％）
はん用機械器具製造業

1社（0.4％）
生産用機械器具製造業

2社（0.8％）
業務用機械器具製造業

1社（0.4％）
電子部品・デバイス・電子回路製造業

0社（0.0％）
電気機械器具製造業

1社（0.4％）
情報通信機械器具製造業

0社（0.0％）
輸送用機械器具製造業

1社（0.4％）
その他の製造業

11社（4.2％）

建設業

11.6％

建設業

9.5％

建設業

11.8％

製造業

29.2％

製造業

12.8％

製造業

10.9％

卸売業・小売業

21.1％

卸売業・小売業

24.8％

卸売業・小売業

22.6％

宿泊業・飲食サービス業

10.8％

宿泊業・飲食サービス業

13.0％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広陵町

奈良県

全国

農業・林業

1社（0.1％）
漁業

0社（0.0％）
鉱業・採石業・砂利採取業

0社（0.0％）

建設業

104社（11.6％）
製造業

263社（29.2％）
電気・ガス・熱供給・水道業

0社（0.0％）

情報通信業

4社（0.4％）
運輸業・郵便業

11社（1.2％）
卸売業・小売業

190社（21.1％）

金融業・保険業

2社（0.2％）
不動産業・物品賃貸業

35社（3.9％）
学術研究・専門技術サービス業

26社（2.9％）

宿泊業・飲食サービス業

73社（8.1％）
生活関連サービス業・娯楽業

53社（5.9％）
教育・学習支援業

13社（1.4％）

医療・福祉

54社（6.0％）
複合サービス事業

3社（0.3％）
サービス業（他に分類されないもの）

68社（7.6％）
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経済センサスによる本町の産業分類別従業者の構成比をみると、製造業が最も高く３割

強となっており、全国や奈良県を大きく上回っています。 

また製造業の従業者数について産業別にみると、繊維工業が 1,095 人であり、約４割と

最も高くなっています。 

■従業者数（企業単位）■従業者数（企業単位）■従業者数（企業単位）■従業者数（企業単位）2012201220122012 年年年年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

■製造業の従業者数■製造業の従業者数■製造業の従業者数■製造業の従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域経済分析システム 

総数：7,859 人 

総数：2,664 人 

製造業

33.9％

製造業

18.5％

製造業

19.8％

卸売業・小売業

15.3％

卸売業・小売業

19.3％

卸売業・小売業

19.0％

宿泊業，飲食サービス業

18.3％

宿泊業，飲食サービス業

8.5％

宿泊業，飲食サービス業

9.0％

医療，福祉

12.0％

医療，福祉

17.9％

医療，福祉

10.9％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広陵町

奈良県

全国

農業，林業

3人（0.0％）
漁業

0人（0.0％）
鉱業，採石業，砂利採取業

0人（0.0％）
建設業

533人（6.8％）
製造業

2,664人（33.9％）
電気・ガス・熱供給・水道業

0人（0.0％）
情報通信業

7人（0.1％）
運輸業，郵便業

174人（2.2％）
卸売業，小売業

1,201人（15.3％）
金融業，保険業

23人（0.3％）
不動産業，物品賃貸業

81人（1.0％）
学術研究，専門・技術サービス業

77人（1.0％）
宿泊業，飲食サービス業

1,437人（18.3％）
生活関連サービス業，娯楽業

249人（3.2％）
教育，学習支援業

254人（3.2％）
医療，福祉

946人（12.0％）
複合サービス事業

9人（0.1％）
サービス業（他に分類されないもの）

201人（2.6％）

食料品製造業

14.3％

食料品製造業

13.3％

繊維工業

41.1％

繊維工業

13.7％

繊維工業

4.8％

プラスチック製品製造業

26.6％

プラスチック製品製造業

12.0％

輸送用機械器具製造業

10.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

広陵町

奈良県

全国

食料品製造業

139人（5.2％）
飲料・たばこ・飼料製造業

21人（0.8％）
繊維工業

1,095人（41.1％）
木材・木製品製造業（家具を除く）

20人（0.8％）
家具・装備品製造業

14人（0.5％）
パルプ・紙・紙加工品製造業

120人（4.5％）
印刷・同関連業

57人（2.1％）
化学工業

55人（2.1％）
石油製品・石炭製品製造業

0人（0.0％）
プラスチック製品製造業（別掲を除く）

708人（26.6％）
ゴム製品製造業

0人（0.0％）
なめし革・同製品・毛皮製造業

8人（0.3％）
窯業・土石製品製造業

38人（1.4％）
鉄鋼業

1人（0.0％）
非鉄金属製造業

0人（0.0％）
金属製品製造業

233人（8.7％）
はん用機械器具製造業

3人（0.1％）
生産用機械器具製造業

4人（0.2％）
業務用機械器具製造業

6人（0.2％）
電子部品・デバイス・電子回路製造業

0人（0.0％）
電気機械器具製造業

8人（0.3％）
情報通信機械器具製造業

0人（0.0％）
輸送用機械器具製造業

95人（3.6％）
その他の製造業

39人（1.5％）
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第３章 人口の将来推計 

１．将来人口の推計と分析 

 国の「長期ビジョン」では、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計人口を用

いて、長期的な見通しを立てています。 

 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計の概要国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計の概要国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計の概要国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計の概要    

推計方法 ・人口変動要因である出生、死亡、人口移動について男女年齢別に仮

定を設け、コーホート要因法により将来の男女別年齢別人口を推計。 

（コーホート要因法とは、基本的な属性である男女・年齢別のある年

の人口を基準として、出生・死亡・移動に関する将来の仮定値を当

てはめて将来人口を推計する方法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準人口 ・平成22年国勢調査人口（男女５歳階級別人口） 

出生に関する将来

の仮定値 

・将来の子ども女性比（15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の比） 

・将来の0～4歳性比（0～4歳人口について、女性の数に対する男性の

数の比を女性の数を100とした指数で表したもの） 

※国立社会保障・人口問題研究所（社人研）に準拠 

死亡に関する将来

の仮定値 

・将来の生残率 

※国立社会保障・人口問題研究所（社人研）に準拠 

移動に関する将来

の仮定値 

・将来の純移動率 

・平成17年～22年の国勢調査に基づいて算出された純移動率が、今後

全域的に縮小すると仮定した値 

※国立社会保障・人口問題研究所（社人研）に準拠 
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人口ビジョンの策定にあたり、本町においても、国から提供された推計ツールを用い、

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計準拠による長期的な人口推計を行い、推

計結果の分析を行いました。 

 

（１）国による将来人口推計 

 広陵町の近年の人口は微増傾向にありますが、社人研の推計結果による５年ごとの人口

は、今後減少が続くと予測されています。 

推計どおり人口減少が続くと、平成 47（2035）年には人口が３万人を下回ると見込まれ

ます。これは平成 7（1995）年の人口と同程度ですが、当時の高齢化率は 11.6％であり、

将来の人口構造とは大幅に異なります。 

社人研の人口推計では、首都圏への人口移動が今後は一定程度収束するとした仮定です

が、民間有識者で組織する「日本創生会議」の推計では、人口移動が収束しない場合に人

口減少がさらに進むと予測されています。 

将来的に、広陵町の人口は急激に減少していくと予測され人口減少対策に取り組んでい

く必要があります。 

 

■人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国提供資料より作成 

パターン１：全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

パターン２：全国の総移動数が、平成 22年から平成 27年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると

仮定した推計（日本創成会議推計準拠） 
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平成72年
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（人）

パターン１ パターン２



26 

 

（２）人口減少段階の分析 

広陵町においては、社人研の推計準拠による推計結果によれば、人口のピークである平

成 22(2010)年以降、人口減少に転じるものと試算されるため、平成 22(2010)年の人口を 100

とした場合、老年人口の指数は、平成 47(2035)年を境に維持・微減の段階に入るものと見

込まれます。この段階に入ると、平成 52（2040）年には、総人口の指数が 87 となるのに対

し、老年人口は 161 まで上昇します。 

 

■人口減少段階の分析 

2060 年までの広陵町の人口増減（年齢３区分別）の長期的見通し 

2020（平成 32）年を 100 とした指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国提供資料（社人研推計準拠）の人口推計結果より作成 

※人口減少段階は、「第１段階：老年人口の増加※人口減少段階は、「第１段階：老年人口の増加※人口減少段階は、「第１段階：老年人口の増加※人口減少段階は、「第１段階：老年人口の増加((((総人口の減少総人口の減少総人口の減少総人口の減少))))」「第２段階：老年人口の維持・微減」「第」「第２段階：老年人口の維持・微減」「第」「第２段階：老年人口の維持・微減」「第」「第２段階：老年人口の維持・微減」「第

３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされる。３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされる。３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされる。３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされる。    

※平成 22（2010）年の人口を 100 とし、各年の人口を数値化した 

 

■人口減少段階■人口減少段階■人口減少段階■人口減少段階                                        （単位：人）    

分類 平成 22 年 平成 52 年 

平成 22 年を 100 とした 

場合の平成 52年の指数 

年少人口（０～14歳） 5,304 3,324 63 

生産年齢人口（15～64歳） 21,431 15,160 71 

老年人口（65歳以上） 6,335 10,193 161 
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（３）施策反映による人口推計 

 下記のグラフによるシミュレーション１は、合計特殊出生率が 2020 年に 1.60、2030 年

に 1.80、2040 年に人口置換水準※（人口を長期的に一定に保てる水準）の 2.07 まで上昇

したと仮定した場合の広陵町の人口シミュレーションです。 

また、シミュレーション２は、前述のシミュレーション１の仮定に加え、人口移動が均

衡したとした（移動がゼロとなった）場合のシミュレーションです。 

本稿では、広陵町独自の将来を見据えた人口を展望し、目標を掲げ、総合戦略につなげ

ていく必要があります。 

 

 ※人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準

のこと。 

■人口施策の反映を見込んだ将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33,070 32,891
32,593 32,312

32,071
31,667

31,107
30,451

29,727
28,947

28,198

33,070 33,019 32,857 32,722 32,635 32,347
31,874

31,301
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29,967
29,294
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平成22年
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平成27年
（2015）

平成32年
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平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

平成57年
（2045）

平成62年
（2050）

平成67年
（2055）

平成72年
（2060）

（人）

Ⅰパターン１（社人研推計準拠）

Ⅱパターン２（日本創生会議推計準拠）

Ⅲシミュレーション１（パターン１+出生率上昇）

Ⅳシミュレーション２（シミュレーション１+移動ゼロ）
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（４）人口構造の分析 

 ４つの推計方式ごとに、年齢３区分別人口及び 20～39歳女性人口を推計した結果、年少

人口は、Ⅰ（パターン１）とⅡ（パターン２）では減少し、Ⅲ（シミュレーション１）と

Ⅳ（シミュレーション２）においては増加に転じています。 

 一方、老年人口については、Ⅰ～Ⅳのいずれの推計においても大差はみられません。ま

た、20～39歳女性は、Ⅰ、ⅡよりもⅢ、Ⅳにおいて減少幅は小さくなっています。 

 老年人口比率は、Ⅰにおいては、2040 年以降も上昇し続けますが、Ⅲにおいては 2030 年

までに出生率が上昇するとの仮定により人口構造の高齢化抑制効果が 2045 年頃に現れ始め、

33％程度でピークになり、その後、低下します。 

 さらに、Ⅳにおいては、2030 年までに出生率が上昇し、人口移動が均衡するとの仮定に

より、人口構造の高齢化抑制効果が 2045 年頃から現れ始め、32％程度でピークになり、そ

の後、低下します。よって、ⅣのほうがⅢよりも効果が高いことがわかります。 

 

■年齢区分別の推計 
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（５）人口動態（自然増減、社会増減）による推計人口への影響度 

社人研の推計準拠による推計をベースに、出生率を上昇させた場合（シミュレーション

１）と、移動をゼロにした場合（シミュレーション２）の推計も行い、推計値に対する自

然増減（出生・死亡）と社会増減（移動人口）の影響度を調べたところ、本町では、自然

増減の影響度「３」、社会増減の影響度「２」となっています。 

推計の条件推計の条件推計の条件推計の条件 

パターン１ 

全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計 

（社人研推計準拠） 

シミュレーション１ 

・社人研の推計準拠による推計条件で、合計特殊出生率が平成 42 年

までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定した場合 

シミュレーション２ 

・シミュレーション１の推計条件にかつ、移動（純移動率）がゼロ（均

衡）で推移すると仮定した場合 

追加パターン 

・シミュレーション２の推計条件に準拠しつつ、住民基本台帳人口（平

成 27年 8月 31 日）ベースで算出した場合 

 

自然増減・社会増減の影響度を見るための推計比較自然増減・社会増減の影響度を見るための推計比較自然増減・社会増減の影響度を見るための推計比較自然増減・社会増減の影響度を見るための推計比較    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然増減、社会増減の影響度自然増減、社会増減の影響度自然増減、社会増減の影響度自然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

シミュレーション１の平成 52年の総人口     ＝31,107(人) 

パターン１ (社人研推計準拠)平成 52年の総人口  ＝28,678(人) 

⇒31,107(人)/28,678(人)＝108.5% 

３ 

社会増減の

影響度 

シミュレーション２の平成 52年の総人口＝31,874(人) 

シミュレーション１の平成 52年の総人口＝31,107(人) 

⇒31,874(人)/31,107(人)＝102.5% 

２ 

※自然増減の影響度＝シミューション１の総人口/パターン１の総人口の数値に応じて５段階に整理 

(５段階評価 １：100％未満、２：100～105％、３：105～110％、４：110～115％、５：115％以上) 

※社会増減の影響度＝シミューション２の総人口/シミューション１の総人口の数値に応じて５段階に整理 

(５段階評価 １：100％未満、２：100～110％、３：110～120％、４：120～130％、５：130％以上) 

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

平成57年
（2045）

平成62年
（2050）

平成67年
（2055）

平成72年
（2060）

パターン１ 32,945 32,528 31,848 30,962 29,903 28,678 27,346 25,945 24,460 22,935
シミュレーション１ 32,891 32,593 32,312 32,071 31,667 31,107 30,451 29,727 28,947 28,198
シミュレーション２ 33,019 32,857 32,722 32,635 32,347 31,874 31,301 30,665 29,967 29,294
追加パターン 34,960 34,772 34,611 34,500 34,174 33,656 33,032 32,343 31,588 30,860

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000
（人）

パターン１

シミュレーション１

シミュレーション２
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第４章 人口の将来展望 

１．住民等の意識 

（１）人口に関する意識と実態 

住民アンケート調査により、人口減少を克服し、活力ある社会を目指して、広陵町が取

り組むべきことについて重視すべきことをたずねたところ、「仕事と家庭・子育ての両立に

向けた支援等の充実により、結婚・出産・子育ての希望をかなえ、少子化に歯止めをかけ

る取り組み」、「将来のまちを担う子ども達を育む環境づくりを目指す取り組み」、「産業を

振興し、雇用を拡大させて、経済を活性化させる取り組み」が上位となっていました。本

ビジョンの方向性としても、結婚・出産・子育ての取り組み、教育・保育環境づくり、産

業振興と経済活性化が重視点となります。 

■■■■人口減少を克服し、活力ある社会を目指して、広陵人口減少を克服し、活力ある社会を目指して、広陵人口減少を克服し、活力ある社会を目指して、広陵人口減少を克服し、活力ある社会を目指して、広陵町が取り組むべきこと町が取り組むべきこと町が取り組むべきこと町が取り組むべきこと    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、人口減少対策として、具体的にどのような取り組みに力を入れるべきかたずねた

ところ、「ショッピングモールや娯楽施設の誘致などによる地域のにぎわいづくり産業を振

興し、雇用を拡大させて、経済を活性化させる取り組み」、「移住者や町出身者のＵターン

の増加に向けた空き家情報の発信や住宅取得支援」、「若者の起業や地域の魅力づくりなど

チャレンジしやすい環境の整備」、「タクシーや路線バスの運賃助成による外出支援・利用

促進、コミュニティバスの運行」、「企業や学校等と連携した学生の地元就職相談会の開催

や通勤・通学などへの支援」が上位となっており、産業振興による雇用創出と経済活性化、

Ｕターン促進の住宅政策、若者がチャレンジできる環境整備、地元就職相談や通勤・通学

支援が求められています。 
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■■■■人口減少対策として、具体的に取り組むべきこ人口減少対策として、具体的に取り組むべきこ人口減少対策として、具体的に取り組むべきこ人口減少対策として、具体的に取り組むべきことととと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）結婚・出産・子育てに関する意識と実態 

①結婚について 

 既婚者及び、今後結婚の意向を持つ住民に、結婚に対する不安をたずねたところ、「結婚

後の安定した生活費の確保」、「相手の家族や親戚との付き合い」、「出産・子育て」が上位

となっており、経済面や新しい親族との関係構築、出産と子育てに対する不安がみられ、

支援策が課題となります。 

■結婚に対する不安結婚に対する不安結婚に対する不安結婚に対する不安    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.3 

32.6 

31.8 

30.9 

30.2 

23.1 

22.4 

19.9 

9.7 

5.3 

2.7 

0 10 20 30 40 50

ショッピングモールや娯楽施設の誘致などによる地域のにぎわいづくり

産業を振興し、雇用を拡大させて、経済を活性化させる取り組み

移住者や町出身者のＵターンの増加に向けた空き家情報の発信や

住宅取得支援

若者の起業や地域の魅力づくりなどチャレンジしやすい環境の整備

タクシーや路線バスの運賃助成による外出支援・利用促進、

コミュニティバスの運行

企業や学校等と連携した学生の地元就職相談会の開催や通勤・

通学などへの支援

道路や公園、排水路の整備・施設の老朽化対策など環境・

防災対策の充実

地域の状況に応じた土地利用に関する規制等の見直しや緩和

空き家や空き店舗等の再生・利活用による出店等への融資・助成制度

危険な空き家の撤去や住宅の耐震化費用への助成

その他

無回答

(3LA%)

(N=985)

34.6 

22.7 

20.3 

18.2 

11.9 

9.1 

3.1 

2.8 

1.2 

20.3 

4.5 

0 10 20 30 40

結婚後の安定した生活費の確保

相手の家族・親族との付き合い

出産・子育て

家事と仕事の両立

結婚後の仕事の維持

結婚後の住居

年齢

職場での結婚・出産への理解と支援

その他

特に不安はない

無回答

(2LA%)

(N=847)
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結婚の意向を持たない住民に、その理由をたずねたところ、「年齢的に無理と思う」、

「結婚の必要性を感じない」、「独身のほうが自由な行動、生き方が出来る」が上位とな

っており、晩婚化・非婚化の背景がうかがえ、結婚のデメリットの払拭やメリットの訴

求等による啓発が課題となります。 

■結婚しようとは■結婚しようとは■結婚しようとは■結婚しようとは思わない理由思わない理由思わない理由思わない理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②出産について 

 最終的に持つつもりの子どもの人数をたずねたところ、「２人」との回答割合が最も高く、

「４人以上」を４人として平均を計算すると、1.95 人となります。 

 一方、理想とする子どもの人数をたずねたところ「２人」に次いで「３人」の割合が高

くなっており、「４人以上」を４人として平均を計算すると、2.41 人となります。 

 つまり、実際に予定している子どもの人数よりも、理想として産みたい子どもの人数の

ほうが多い傾向にあるといえ、本町の出生数の向上に向けても、出産の希望をかなえる支

援策や環境整備は急務の課題となります。 

 

■■■■子どもの人数（予定）子どもの人数（予定）子どもの人数（予定）子どもの人数（予定）                                ■■■■子どもの人数（理想）子どもの人数（理想）子どもの人数（理想）子どもの人数（理想）    

    

 

 

 

36.4 

30.3 

28.8 

19.7 

16.7 

10.6 

7.6 

3.0 

1.5 

1.5 

1.5 

10.6 

6.1 

7.6 

0 10 20 30 40

年齢的に無理と思う

結婚の必要性を感じない

独身のほうが自由な行動、生き方が出来る

夫婦関係や親戚付き合いが面倒

趣味や娯楽を楽しみたい

仕事（学業）に集中したい

結婚後の生活に不安を持っている

結婚するにはまだ若いと思う

結婚すると仕事をやめなければならない

出産や子育てに自信が持てない

子どもが欲しくない

その他

特に理由はない

無回答

(3LA%)

(N=66)

5.2 12.9 49.7 16.5 

1.4 

14.3 

(%)

0 20 40 60 80 100

０人１人 ２人 ３人

４人以上

無回答

(N=847)

1.8 

3.3 46.3 35.4 

4.5 

8.7 

(%)

0 20 40 60 80 100

０人

１人

２人 ３人

４人以上

無回答

(N=847)
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最終的に持つつもりの子どもの人数が、理想とする子どもの人数を下回る方に、その理

由をたずねたところ、「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が最も多く、次いで、「高年

齢で出産することが不安」、「育児の心理的・肉体的負担に耐えられない」などとなってい

ます。子育て・教育にかかる経済的支援、晩産化への対応、子育て支援の充実などが、必

要となります。 

    

■■■■予定予定予定予定子ども数が理想子ども数を下回る理由子ども数が理想子ども数を下回る理由子ども数が理想子ども数を下回る理由子ども数が理想子ども数を下回る理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.5 

24.9 

16.0 

13.2 

10.1 

8.2 

7.8 

7.8 

7.0 

6.6 

3.5 

10.5 

14.8 

0 10 20 30 40 50

子育てや教育にお金がかかりすぎる

高年齢で出産することが不安

育児の心理的・肉体的負担に耐えられない

健康上の理由

子どもがのびのび育つ環境、将来に不安がある

配偶者が望まない

自分の仕事（勤めや家業）に差し支える

配偶者の家事・育児への協力が得られない

末子が自分（または配偶者）の定年退職までに

成人してほしい

家が狭い

自分や夫婦の生活を大切にしたい

その他

無回答

(MA%)

(N=257)
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③少子化対策 

アンケートにおいて、少子化対策として、具体的に取り組むべきことをたずねたところ、

「保育料の軽減や医療費助成など、育児・子育てにかかる費用負担の軽減」、「保育・子育

て支援施設（保育所や幼稚園、認定こども園など）の整備」、「育児休暇中の生活支援や再

就職支援、住宅取得支援など若い世代の経済的安定」、「仕事と家庭の両立（ワーク・ライ

フ・バランス等）に向けた働き方の見直し支援」、「子どもが安全に遊べる身近な公園・広

場や防犯体制の整備」、「結婚につながる出会いの機会（お見合い・婚活パーティなど）の

創出」などの順に回答が多く、人口ビジョン及び総合戦略や今後の分野別計画とその施策、

事業展開において、具体化の検討が課題となります。 

 

■■■■少子化対策として力を入れる取り組み少子化対策として力を入れる取り組み少子化対策として力を入れる取り組み少子化対策として力を入れる取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.5 

38.0 

35.0 

30.9 

21.5 

21.1 

18.7 

18.6 

17.9 

11.9 

7.7 

1.5 

3.8 

0 10 20 30 40 50

保育料の軽減や医療費助成など、育児・子育てにかかる

費用負担の軽減

保育・子育て支援施設（保育所や幼稚園、

認定こども園など）の整備

育児休暇中の生活支援や再就職支援、住宅取得支援など

若い世代の経済的安定

仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス等）

に向けた働き方の見直し支援

子どもが安全に遊べる身近な公園・広場や防犯体制の整備

結婚につながる出会いの機会（お見合い・

婚活パーティなど）の創出

妊娠・出産・子育てに関する相談体制や不妊治療・

出産支援体制の充実

病児・病後児保育、一時・休日保育、放課後児童クラブ

等の保育サービスの充実

通学費用や奨学金返済への支援などによる

教育費負担の軽減

多子世帯に対する支援の充実

幼児教育や少人数学級などによる教育環境の整備

その他

無回答

(3LA%)

(N=985)
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（３）移住に関する意識 

①定住意向 

今後も広陵町に住み続けたいと思うかについては、「住みたい」と「どちらかといえば住

みたい」を合わせた『住みたい』が 74.7％、「住みたくない（できれば町外へ引越したい）」

と「どちらかといえば住みたくない」を合わせた『住みたくない』が 6.9％となっています。     

年齢別にみると、『住みたい』の割合が、10・20代では 57.5％、30代では 76.8％、40代

では 71.6％、50代では 73.0％、60代では 80.7％、70歳以上では 82.8％となっており、10・

20代の割合が、他と比べ少なく、若い世代への定住促進策が課題となります。 

 

■広陵■広陵■広陵■広陵町での定住意向町での定住意向町での定住意向町での定住意向    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.5 

48.3 

39.8 

26.4 

39.2 

37.4 

40.7 

52.2 

58.2 

45.7 

46.8 

44.0 

42.3 

40.2 

30.2 

52.9 

45.7 

31.2 

31.0 

31.5 

31.1 

37.6 

34.2 

32.3 

28.5 

24.6 

26.7 

24.7 

26.2 

34.6 

38.5 

30.2 

25.5 

31.7 

18.1 

16.8 

19.5 

27.4 

16.8 

20.3 

20.1 

14.6 

11.5 

14.7 

21.6 

17.7 

18.3 

16.8 

24.8 

13.7 

16.9 

5.5 

3.0 

7.0 

13.2 

4.8 

6.4 

5.8 

3.6 

1.6 

8.6 

5.6 

10.6 

3.4 

3.1 

12.1 

7.8 

4.2 

1.4 

0.5 

2.1 

1.9 

1.6 

1.6 

1.1 

0.8 

2.5 

3.4 

0.9 

1.4 

1.0 

1.4 

2.7 

0.0 

1.0 

0.4 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

1.6 

0.9 

0.4 

0.0 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

全体

(N=985)
男性

(N=400)
女性

(N=527)
10・20代
(N=106)

30代
(N=125)

40代
(N=187)

50代
(N=189)

60代
(N=253)

70歳以上

(N=122)
広陵東小学校区

(N=116)
広陵西小学校区

(N=231)
広陵北小学校区

(N=141)
真美ヶ丘第一小学校区

(N=208)
真美ヶ丘第二小学校区

(N=286)
結婚していない

(N=149)
離別・死別

(N=51)
結婚している

(N=763)
(%)

0 20 40 60 80 100

住みたい どちらかといえば住みたい

どちらともいえない

どちらかといえば住みたくない

住みたくない（できれば町へ引越したい）

無回答

性
別

年
齢

別
婚

姻
状

況
別

居
住

校
区
別
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②転出者の状況 

広陵町から他市町村への転出者アンケート結果において、広陵町に在住していた時の気

持ちをたずねたところ、「非常によい町だと思っていた」が 42.4％、「どちらかといえばよ

い町だと思っていた」が 45.9％となっており、高評価を得ています。一方で「どちらかと

いえばよい町ではないと思っていた」が 4.7％となっています。 

転出の理由については、「結婚」、「仕事上の都合（就職・転勤・転職・退職など）」、「住

宅の都合（住宅の購入・借家の借り換えなど）」、「生活環境（交通や買い物の利便性、治安

など）をよくすること」、「子どもが生まれた、または生まれる予定があったこと」などの

順に高くなっています。 

 

■在住■在住■在住■在住時の気持ち時の気持ち時の気持ち時の気持ち 

 

 

 

 

 

 

■転出の■転出の■転出の■転出の理由理由理由理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.4 45.9 

4.7 

2.4 

4.7 

(%)

0 20 40 60 80 100

非常によい町だと思っていた

どちらかといえばよい町だと思っていた

どちらかといえばよい町ではないと思っていた

その他

無回答

(N=85)

38.8 

30.6 

15.3 

9.4 

5.9 

4.7 

4.7 

3.5 

3.5 

3.5 

3.5 

1.2 

0.0 

0.0 

4.7 

0.0 

0 10 20 30 40 50

結婚

仕事上の都合（就職・転勤・転職・退職など）

住宅の都合（住宅の購入・借家の借り換えなど）

生活環境（交通や買い物の利便性、治安など）

をよくすること

子どもが生まれた、または生まれる予定があったこと

学校上の都合（入学・進学・転校など）

ゆとりのある生活を求めて

配偶者との離婚･死別など

親や子、兄弟姉妹等との同居、または近くに住む

必要があったこと

家族（親戚）がいる

友人・知人がいる

健康上の理由（通院・病気療養など）

子育て環境をよくすること

故郷に愛着があり戻りたかった

その他

無回答

(3LA%)

(N=85)
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③転入者の状況 

他市町村から広陵町への転入者アンケート結果において、広陵町に転入した理由は、「住

宅の都合（住宅の購入・借家の借り換えなど）」、「親や子、兄弟姉妹等との同居、または近

くに住む必要があったこと」、「子育て環境をよくすること」、「結婚」、「仕事上の都合（就

職・転勤・転職・退職など）」の順に高くなっています。 

 

■広陵■広陵■広陵■広陵町に転入した町に転入した町に転入した町に転入した理由理由理由理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入するにあたって、広陵町以外に住まいを探したかについては、「広陵町以外では探さ

なかった」が６割と、「他の市区町村でも探した」より多くなっています。 

 

■広陵■広陵■広陵■広陵町以外に転居先を探したか町以外に転居先を探したか町以外に転居先を探したか町以外に転居先を探したか    

 

 

 

 

33.7 

18.4 

17.3 

16.3 

15.3 

12.2 

11.2 

8.2 

7.1 

5.1 

5.1 

3.1 

2.0 

2.0 

3.1 

0.0 

0 10 20 30 40

住宅の都合（住宅の購入・借家の借り換えなど）

親や子、兄弟姉妹等との同居、または近くに住む

必要があったこと

子育て環境をよくすること

結婚

仕事上の都合（就職・転勤・転職・退職など）

家族（親戚）がいる

生活環境（交通や買い物の利便性、治安など）

をよくすること

子どもが生まれた、または生まれる予定があったこと

ゆとりのある生活を求めて

学校上の都合（入学・進学・転校など）

配偶者との離婚･死別など

故郷に愛着があり戻りたかった

健康上の理由（通院・病気療養など）

友人・知人がいる

その他

無回答

(3LA%)

(N=98)

60.2 36.7 3.1 

(%)

0 20 40 60 80 100

広陵町以外では探さなかった 他の市区町村でも探した

無回答

(N=98)
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広陵町への転入を選んだ理由や重視した点は、「住宅規模や土地建物の価格などの住

宅事情が良いこと」、「子育て環境が良いこと」、「自然環境が良いこと」、「治安が良いこ

と」、「日常の買い物などの利便性が良いこと」、「教育環境が良いこと」などがあげられ

ています。 

 

■広陵■広陵■広陵■広陵町を選んだ理由・重視点町を選んだ理由・重視点町を選んだ理由・重視点町を選んだ理由・重視点    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広陵町に転入した時の気持ちは、「思っていたとおりの町だと感じた」が 38.8％、「思

っていた以上によい町だと感じた」が 26.5％、「特に何も感じなかった」が 26.5％、「思

っていたほどよい町ではないと感じた」が 6.1％となっています。 

    

■■■■転入時の気持ち転入時の気持ち転入時の気持ち転入時の気持ち    

 

 

 

 

34.7 

27.6 

27.6 

27.6 

20.4 

18.4 

5.1 

4.1 

4.1 

3.1 

3.1 

1.0 

0.0 

25.5 

17.3 

1.0 

0 10 20 30 40

住宅規模や土地建物の価格などの住宅事情が良いこと

子育て環境が良いこと

自然環境が良いこと

治安が良いこと

日常の買い物などの利便性が良いこと

教育環境が良いこと

鉄道・バスなどの交通の利便性が良いこと

就労環境が整っていたこと

一般道路や高速道路、排水路などの都市基盤が

整っていたこと

図書館や公民館などの社会教育施設が充実していたこと

地域住民との人間関係・コミュニティが良さそうだったこと

地震や水害など防災対策が整っていたこと

病院などの医療・福祉施設が充実していたこと

その他

特に重視した点はない

無回答

(MA%)

(N=98)

26.5 38.8 6.1 26.5 2.0 

(%)

0 20 40 60 80 100

思っていた以上によい町だと感じた

思っていたとおりの町だと感じた

思っていたほどよい町ではないと感じた

特に何も感じなかった

無回答

(N=98)
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（４）まちの魅力と将来像 

町の魅力については、「自然環境が豊かである」、「買物の便がよい」、「上・下水道やごみ

処理施設などの生活環境施設が整っている」、「歴史的遺産が多い」、「道路・交通の便がよ

い」の順に高くなっています。 

 

■広陵町の魅力■広陵町の魅力■広陵町の魅力■広陵町の魅力    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64.1 

28.7 

28.1 

25.5 

21.8 

14.3 

9.9 

6.4 

4.3 

4.2 

3.6 

3.5 

2.4 

0.6 

0.5 

0.4 

1.7 

0.8 

0 20 40 60 80

自然環境が豊かである

買物の便がよい

上・下水道やごみ処理施設などの

生活環境施設が整っている

歴史的遺産が多い

道路・交通の便がよい

子育て・教育環境が整っている

人情味や地域の連帯感がある

特に魅力を感じない

保健・医療環境が整っている

文化・スポーツ環境が整っている

消防・防災・防犯体制が整っている

福祉環境が整っている

行政サービスが充実している

情報通信網が整っている

活力ある産業がある

働く場が整っている

その他

無回答

(3LA%)

(N=985)
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今後のまちづくりにおいて、広陵町をどのような特色のあるまちにすべきかたずねたと

ころ、「快適で安全・安心な住環境の整備を優先する快適住環境のまち」、「人にやさしい保

健・医療・福祉の充実した健康・福祉のまち」、「子育て環境や子どもの保育・教育環境が

充実した子育て・教育のまち」が上位となっています。 

 

 

                ■■■■望ましい将来像望ましい将来像望ましい将来像望ましい将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.7 

44.5 

34.1 

21.8 

10.5 

8.8 

6.9 

6.7 

4.8 

3.4 

0.8 

3.5 

0 10 20 30 40 50

快適で安全・安心な住環境の整備を優先する

快適住環境のまち

人にやさしい保健・医療・福祉の充実した

健康・福祉のまち

子育て環境や子どもの保育・教育環境が充実した

子育て・教育のまち

自然の保護や環境の保全・創造を優先する

環境保全のまち

歴史的遺産を大切にし、まちづくりに生かす

歴史ロマンのまち

生涯学習活動や文化芸術・スポーツ活動が活発

な生涯学習・文化のまち

住民と行政とが協力してまちづくりを行う

住民参画・協働のまち

商業の振興や地場産業の育成、企業立地によ

る商工業のまち

農業や農村環境を大切に守り育てる

田園空間のまち

地域資源を活用し、観光や交流事業を進める

観光・交流のまち

その他

無回答

(2LA%)

(N=985)
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２．人口の現状からみた独自推計方法  

  

 本町では、以下のように人口の現状と課題を整理し、本町の将来人口の長期的な見通し

を行います。 

 

●社会動態（転入・転出）では、変動がありながらも概ね転入数が転出数を上回って推

移していましたが、近年は拮抗しつつあります。 

●自然動態（出生・死亡）では、出生数が死亡数を上回っていましたが、高齢化に伴う

死亡数の増加により、平成 25年に逆転しました。 

●社人研が 2010(平成 22)年の国勢調査結果を基に推計した広陵町の人口は、2015(平成

27)年には、減少に転じると予測されていますが、近年の本町の住基人口では微増して

いる状況が続いています。 

●国の推計によるパターン１及びシミュレーション１・２も、2010（平成 22）年の人口

をベースにしているため、本町の独自推計（28 ページの追加パターン）では、ベース

とする人口を近年の値に置き換えて推計しました。 

●上記により、本町独自の推計では、国の推計を上回る人口を起点とした方法をとり、

2015（平成 27）年現在の３万５千人弱から、徐々に減少をたどる推計とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:広陵町人口表（各年９月末現在） 

  

■■■■近年の近年の近年の近年の人口推移人口推移人口推移人口推移    

34,115 34,342 34,429 34,569 34,785 34,924

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

平成22年
（2010）

平成23年
（2011）

平成24年
（2012）

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

（人）
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３．人口の将来展望と目標 

 

（１）将来の人口目標 

本町の将来人口は、独自推計により、下記のとおりとします。 

 

■将来推計人口■将来推計人口■将来推計人口■将来推計人口    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計の条件推計の条件推計の条件推計の条件 

パターン１ 

・全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計 

（社人研推計準拠） 

シミュレーション１ 

・社人研の推計準拠による推計条件で、合計特殊出生率が平成 42 年

までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定した場合 

シミュレーション２ 

・シミュレーション１の推計条件にかつ、移動（純移動率）がゼロ（均

衡）で推移すると仮定した場合 

独自推計 

・シミュレーション２の推計条件に準拠しつつ、住民基本台帳人口（平

成 27年 8月 31 日）ベースで算出した「追加パターン」を本町にお

ける将来の独自推計人口とする。 

合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率（推計用の設定）（推計用の設定）（推計用の設定）（推計用の設定）    

2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

1.34 1.50 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

 

 

 

 

 

今後、本町においても人口減少は、着実に進むものと考えられますが、定住対策

等、人口維持のための施策を軸とした施策の展開により、平成 72（2060）年に、 

人口３万人を維持することを目指します。 

 

広陵町の将来人口 

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

平成57年
（2045）

平成62年
（2050）

平成67年
（2055）

平成72年
（2060）

パターン１ 32,945 32,528 31,848 30,962 29,903 28,678 27,346 25,945 24,460 22,935
シミュレーション１ 32,891 32,593 32,312 32,071 31,667 31,107 30,451 29,727 28,947 28,198
シミュレーション２ 33,019 32,857 32,722 32,635 32,347 31,874 31,301 30,665 29,967 29,294
独自推計 34,960 34,772 34,611 34,500 34,174 33,656 33,032 32,343 31,588 30,860

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000
（人）

パターン１

シミュレーション１

シミュレーション２

独自推計
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（２）人口構造の変化 

平成 27（2015）年現在の本町における５歳階級別人口は、65～69歳と 40～44歳が多く、

生産年齢人口の少ないため、つぼ型に近い人口ピラミッドとなっています。 

本町の独自推計によると、平成 72（2060）年には年齢階級ごとの差が少なくなり、人口

ピラミッドの様相にも変化が予測されます。 

 

■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（2015201520152015 年）年）年）年） 

 

■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（2030203020302030 年）年）年）年）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（2030203020302030 年）年）年）年）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

p. 

943
835

739
739
760

997
1,009

1,073
848
782

935
1,200
1,132

1,003
911
923
883

503
245

05001,0001,500
（人）

男（16,459人）

895
792

701
687

806
998
1,020
993

930
920

1,040
1,308
1,275

1,175
1,117
1,130
1,120

675
458

0 500 1,000 1,500

0～ 4歳
5～ 9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳 以上

（人）

女（18,040人）

p. 

837
845

984
956
956

792
950

1,110
1,267
1,195

1,073
1,019

1,159
1,307

976
625

431
228

81

05001,0001,500
（人）

男（16,791人）

755
922
989
989

905
928

1,047
1,142

1,387
1,237

1,187
1,155

1,234
1,330

960
695

599
419

289

0 500 1,000 1,500

0～ 4歳
5～ 9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳 以上

（人）

女（18,169人）
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■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（2045204520452045 年）年）年）年）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（■人口ピラミッド（2060206020602060 年）年）年）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

p. 

881
910
929
942

832
735
733
753

986
994

1,049
818

739
856

1,048
909

690
492
474

05001,0001,500
（人）

男（15,773人）

836
863
881
894

791
700
685

803
993
1,012
980

913
896

998
1,226

1,153
991

801
843

0 500 1,000 1,500

0～ 4歳
5～ 9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳 以上

（人）

女（17,259人）

p. 

814
806
840

880
907
924
935

825
728
723
737

952
940
961

715
594
590
569

468

05001,0001,500
（人）

男（14,909人）

773
764
797
835
862
879
891

788
696
679

793
975
986

941
856

810
843
881
903

0 500 1,000 1,500

0～ 4歳
5～ 9歳
10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳 以上

（人）

女（15,951人）
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（３）年齢３区分別将来推計 

本町における年齢３区分別人口の将来推計をみると、老年人口は平成 52（2040）年まで

増加し続けますが、その後は減少が見込まれます。生産年齢人口は平成 52（2040）年まで

減少し続けますが、その後は横ばいから微減傾向が見込まれます。年少人口は減少から平

成 37（2025）年に増加に転じ、その後は微増傾向を経て、平成 52（2040）年より微減が予

測されます。 

将来的な総人口の減少は免れませんが、施策の反映を見据えた独自の推計では、老年人

口割合は３割前後に抑えられます。年少人口割合は社人研の推計のように１割程度までの

低下とならず、15～16％台が見込まれます。将来にわたって、広陵町に住みゆく人々の連

綿と続く世代交代が展望されます。 

 

■■■■将来の年齢３区分別人口推計将来の年齢３区分別人口推計将来の年齢３区分別人口推計将来の年齢３区分別人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口割合の推移 

                                                                      （単位：％） 

 区分 

平成

27 年 

（2015） 

平成

32 年 

（2020） 

平成

37 年 

（2025） 

平成

42 年 

（2030） 

平成

47 年 

（2035） 

平成

52 年 

（2040） 

平成

57 年 

（2045） 

平成

62 年 

（2050） 

平成

67 年 

（2055） 

平成

72 年 

（2060） 

年少人口割合 14.3 12.8 13.0 14.2 15.4 16.1 16.0 15.9 15.6 15.5 

生産年齢人口割合 62.3 60.9 59.0 56.4 53.7 51.8 52.2 53.5 54.7 54.9 

老年人口割合 23.4 26.3 28.0 29.4 30.8 32.1 31.7 30.6 29.7 29.6 

 

 

  

34,960 34,772 34,611 34,500 34,174 33,656 33,032 32,343 31,588 30,860

5,001 4,438 4,495 4,905 5,274 5,421 5,300 5,128 4,925 4,794

21,771 21,186 20,409 19,452 18,363 17,426 17,250 17,319 17,285 16,935

8,188 9,148 9,707 10,142 10,537 10,809 10,482 9,896 9,378 9,132

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

平成57年
（2045）

平成62年
（2050）

平成67年
（2055）

平成72年
（2060）

（人）
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口
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４．目指すべき将来の方向 

本町では、若者の定住や少子化対策等を柱とした人口減少対策に取り組みます。また、

人口ビジョンを踏まえ、総合戦略を展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人が惹かれる「スマートウェルネスシティ・広陵町」の魅力づくり 

基本方向 

社会増減で

の人口維持 

出生数及び 

就学前児童

の転入数を 

増加 

交流人口 

の増加 

定住人口 

の増加 

●住み続けたくなるまちづくり 

●結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちづくり 

●活力あふれるまちづくり 

●地域と地域を連携するまちづくり 

 

まち・ひと・しごと総合戦略 
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